
教育委員会の権限事務に係る教育長の臨時代理（県議会議案「義務教育諸

学校等の教育職員の給与等に関する特別措置条例の一部を改正する条例」

に対する意見）

学校人事課

１ 概 要

令和２年第６回沖縄県議会に知事が提出を予定している議案「義務教育諸学校等の

教育職員の給与等に関する特別措置条例の一部を改正する条例」に係る、地方教育行

政の組織及び運営に関する法律第29条の規定に基づく意見聴取に対する回答について、

教育委員会会議を開催する時間的余裕がなかったことから、令和２年９月７日に「沖

縄県教育委員会の議決事項及び教育長に委任する事項等に関する規則」第７条第１項

に基づき、教育長による臨時代理により回答した。

２ 「義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置条例の一部を改正する条

例」案の概要

令和元年12月に改正された公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特

別措置法（以下、「給特法」という。）に基づき国が定めた「公立学校の教育職員の

業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及

び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」に対応するため、教育職員が

正規の勤務時間及びそれ以外の時間において行う業務の量の適切な管理等は、服務を

監督する教育委員会の定めるところにより行うものとすることについて、条例に定め

る。

３ 臨時代理した意見の内容

議案「義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置条例の一部を改正す

る条例」は、教育職員の働き方改革を推進するものであり、国が給特法に基づき示し

た指針に対応するため改正するものであることから、異議がない旨を回答した。
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